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Abstract:ThepurposeofthispaperistoconsidertheenvironmentalmanagementactivitiesinJapanandChina・血recentyears,
itisstressedthatfirmsneedtopromotetheimprovementofenvironmentalconservation,reductionofnegativeenvironmenta1
impact,establishment㎡recyclingsystemsandsoon.Thisisworldwideandglobalissuesinallcountriesandregions.
First,Idescribethepractices㎡environmentalconservationandactivitiesofsustainablemanagementinadvancedcountries,
developingcountriesandChinainthispaper.Second,Iexplaintheenvironmentalmanagementactivi廿es飯Japanesefirmsand
overseasaffiliatedcompanieswhichJapanesefirmsestablishedthroughdirectinvestment.Ipointoutsomepi℃blemswhich
Japanesea伍uatedcompaniesinAsiahavefacedinenvironment-consdousproductionandrecyclingbusiness・TTiird,Iintroduce
fivecasesofenvironmentalmanagementandanalyzetheactivitieswhichJapanesefirmshavepromotedrecently.Forth,Iclarify
thefeatureswhichJapaneseaffiliatedcompaniesinChinahavepracticedtheenvironmentalmanagementactivities・Finally,I
discussthefuturedirection㎡environmentalmanagementandsuggestthatJapanesefirmsshouldintroducetheconceptof
CSR(CorparateSocialResponsibility)inenvironmentalmanagementactivities.
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はじめに
日本企業の環境対応は、IS014001の取得件数が1万件を
超え、世界の中でも最も多いということからみると、積極
的な取組が行われているということがいえるだろう。一方、
日本企業は海外に多くの拠点を有し、これらは現地法人と
して現地国で生産・販売等の活動を行っている。
当然のことながら、これら現地法人の生産・販売等の活
動においては、現地国の基準に基づいた環境保全、あるい
は環境に配慮した事業活動を行うことが期待され、これに
十分な対応ができない、あるいは不適切な対応であるとす
ると、日本本社企業にも大きな影響を及ぼすことになる。
現在、日本では多くの企業が中国に拠点を設ける投資行
動を活発化させているが、そこにおける現地法人の運営、
なかでも環境経営の取組については、その実態が十分に明
らかにされていない。そこで、本論文では中国に展開して
いる日本企業が日本国内で、および中国で設立された中国
現地法人が中国国内でどのような環境経営を行っているか、
事例研究を通じて明らかにしようとするものである。
1．世界における環境への取組
グローバリゼーションの進展は、一方では世界経済の発
展に寄与するとともに、他方では地球環境に対する負荷も
生じており、経済の持続的成長と環境保全の調和が求めら
れている。今日みられる環境問題は廃棄物処理のような身
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近な問題から地球温暖化や酸性雨、オゾン層破壊といった
地球規模の問題までその領域は多様化、複雑化している。
その対応は国内レベルの対応だけでは不十分で、国際的な
レベルでの取組が必要となっている。
1．先進国における環境への取組
最近における日本の環境への主要な取組をあげると、2
000年6月に循環型社会形成推進基本法が制定され、循
環型社会を国家目標の一つとする方針が打ち出された。そ
の後建設リサイクル、食品リサイクル法等の個別リサイク
ル法が制定され、個別分野毎のリサイクルが実現されつつ
ある。
また新たな環境政策の手法としては、1997年に環境
影響評価法、1999年には化学物質管理促進法（いわゆ
るPRTR法）が制定され、これは達成すべき目標を定めてこ
れを遵守させるという従来型の規制から、情報開示を通じ
て企業の自主的な取組を促す方法をとっており、政策手法
そのものに変化がみられる。
海外の状況をみると、米国では1990年に大気浄化法
が改正されて以来、連邦法で新たに制定・改正されたもの
はないが、州レベルではカリフォルニア州における自動車
排気ガス規制にみられるように環境保全を目的とした独自
のプログラムを設けている例がある。
他方、欧州では環境への積極的な取組がみられ、リサイ
クルの法制化が進んでいる。1991年に廃家電指令、1



















